





A New Look on Transnational Corporations in the 21st Century
SEKISHITA, Minoru
Today Transnational Corporations（TNCs）are very popular and dominant among 
business enterprises in a global world. TNCs have many subsidiaries and affiliates in 
different countries through Foreign Direct Investment（FDI）, which means that foreign 
direct investors own 10% and more of the voting stocks in a foreign company. They 
established almost in developed countries after the second world war and now are coming 
out in many developing countries and also transforming countries from former central 
planned countries. TNCs are changing thier activities in many aspects and introducing 
various innovations in the 21st century. They make use of internalization; that is intrafirm 
trade, intercompany loans and inner technology transfers in their whole company 
organizations in different countries. They are also tieing up with other companies, 
outsourcing into other organizations, subcontracting contracts with suppliers, and 
offshoring of service operations in many countries. It is externalization. In effect we are 
attaining a rapid economic growth and industrialization in a global level. On the other 
hand we are suffering with a marked difference between wealth and poverty among people 
in a global world.
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に続く福島原発の大事故で、それは文字通り世界中に衝撃を与えた。1970 年代から 80 年代に
かけて、オイルショック後の「軽薄短小」の時代の世界経済の成長と発展を牽引してきた日本

















づけられる 21 世紀初頭の、この 10 年間を回顧してみると、奇しくも 2001 年 9 月 11 日のアメ
リカにおける「同時多発テロ」（9. 11）に始まり、2008 年 9 月のリーマンショックとそれに続
く世界金融危機を間に挟んで、2011 年 3 月 11 日の今回の日本における東北大震災（3. 11）に
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その流れは帰結してくる。そこでは政治（紛争）と金融と生産という今日の世界の中心軸がこ





































































































































































































































































































統計的には他国への進出を outward FDI（対外直接投資）、外国からの進入を inward FDI（対

































































































































①再販売用  58,815 （44.3）  130,426 （70.7）
②再加工用  71,678 （54.0）  52,320 （28.4）
③資 本 財  1,946 （1.5）  1,718 （　0.9）
④そ の 他  256 （0.2）
合　計  132,694 （100）  184,464 （100）
（資料）  U.S. Department of Commerce, U.S. Direct Investment Abroad: 1994 Benchmark Survey, Final 
Results, Table III. I 16, p.250 ならびに U.S. Department of Commerce, Foreign Direct Investment 






























































































































































『立命館国際研究』22 巻 1 号、2010 年 6 月、同「21 世紀アメリカ先端産業の焦燥と希望と模索―「ア
メリカ競争力法」への多様な道のりを探る―」『立命館国際研究』23 巻 2 号、201 年 10 月、同「R＆
D投資の国際化と多国籍企業の海外子会社―グローバル時代の技術の「秘匿」と「伝播」の二面戦略
の新展開―」関東学院大学経済学会研究論集『経済系』第 246 集、2011 年 1 月、同「アメリカ多国籍
企業の科学技術・管理・サービス労働者のグローバルな活用と業務展開―H－ 1B／ L－ 1ビザの利
用とオフショアアウトソーシング活動の功罪を考える―」（一）『立命館国際研究』23 巻 3 号、2011 年
3 月、同（二）『立命館国際研究』24 巻 1 号、2011 年 6 月など。
３）OECD Benchmark Definition of Foreign Direct Investment, Third Edition, Organisation for 





せて、財務省は 1941 年に在米外国所有資産に関する最初のセンサスを実施し、1945 年にその成果を
公表したが、その中で「外国人支配のアメリカ企業」という項目を設けて、議決権付き株式の 25％以
上の所有をその基準にした。それが商務省によって採用されたばかりでなく、1960 年代にはその基準
はアメリカ企業の海外活動に関して 10％以上に下げられ、さらに 1970 年代には外国企業の在米での
活動にも採用されるようになった。やがて多国籍企業化の先陣を切ったアメリカ企業の活動が世界的
に支配的になるにつれて、国際的に広められ、このアメリカンスタンダードが OECDや IMFによっ
ても採用されるところとなって、国際的な標準となった。詳しくは関下稔『現代多国籍企業のグロー
バル構造』前掲、第 9章、参照。
５）関下稔『多国籍企業の海外子会社と企業間提携―スーパキャピタリズムの経済的両輪―』前掲、同『国
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際政治経済学の新機軸―スーパーキャピタリズムの世界―』晃洋書房、2009 年、参照。
６）詳しくは関下稔『現代多国籍企業のグローバル構造』前掲、第 11 章、参照。
７）詳しくは関下稔「知識資本の時代」関下稔、中川涼司編『知識資本の国際政治経済学―知財・情報・
ビジネスモデルのグローバルダイナミズム―』第 1章、同友館、2010 年、参照。
８）詳しくは関下稔『多国籍企業の海外子会社と企業間提携』前掲、参照。
９）詳しくは関下稔『現代多国籍企業のグローバル構造』前掲、第 8章、参照。
10）詳しくは関下稔『多国籍企業の海外子会社と企業間提携』前掲、第 3章、参照。

